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利用者行動調査に基づく図書館スペース配置の改善 

－韓国果川図書館と九大附属図書館における図書館マーケティングの試み－ 
金 銀子† 南 俊朗‡

<抄録>

建築物としての図書館を設計する上で，利用者にとって使いやすい空間とはどのようなものであるかは極めて
重要なテーマである．本論文は，果川情報科学図書館における利用者の行動調査結果に基づき図書館内のスペー
ス配置などの改善方法を提案する．また，図書館利用者の満足度向上を目指す図書館マーケティングの観点から
も大きな意義がある．次に，九州大学附属図書館（中央図書館）におけるテーブルの利用状況調査の結果につい
ても考察を行う．これらの結果を踏まえ，最後に図書館のスペース配置に関するいくつかの提言を行う．
<キーワード> 図書館建築，運営改善，利用者サービス，図書館マーケティング

Library’s Space Organization Improvement Based on Patrons’ Behavioral 

Research

－An Attempt for Library Marketing at Gwacheon Public Library in Korea and 

Kyushu University Library－
Eunja KIM   Toshiro MINAMI

† きむ うんじゃ 九州大学附属図書館研究開発室研究員  E-mail: ejkim@lib.kyushu-u.ac.jp 

‡ みなみ としろう 九州大学附属図書館研究開発室特別研究員  E-mail: minami@lib.kyushu-u.ac.jp 

1. はじめに 

近年，従来にも増して図書館の社会的役割への期待
が大きくなっている．伝統的な資料収集や情報提供機
能に加えて，利用者相互のコミュニケーションを通し
た新しい知識や情報を提供する場としての機能が要求
されるようになった．図書館は現在新しい社会施設へ
向けての変革の中にいる．
情報通信技術の発展と社会への浸透につれて，利用

者が図書館に期待する情報提供などのサービスに関す
る要求も変化してきている．利用者の急速な行動変化
に合わせて図書館もハードとソフトの両面から変化し
ていかなくてはならない（参考[8]）．
従来の図書館建築の空間構成は，ややもすると管理

の効率化などに焦点を当てた図書館職員側からの発想
に基づいて設計されてきたきらいがある．歴史的に見
ると，図書館の役割は，勉強部屋型図書館の時代から，
貸出型図書館の時代を経て，滞在型などの多様化・ネ
ットワーク化の時代へと変遷してきた[2]．その流れの
中で，書架に関しては，閉架中心から開架中心へとい
う変化があった[9]．
本研究は高度情報化社会に適した利用者中心の図

書館の実現方法を追究することを目指している．その
ために，まず，利用者の実態データを収集し，それら

を解析することにより，利用者の要求により適した図
書館スペースのあり方などを考察し，館内エリアの適
切な配置に関する設計の方針案などを提示する．
本研究を始めるにあたり，予備調査として，まず，

建築物としての図書館に関する各国の基準に関する文
献調査や韓国内図書館に対する調査を実施した．その
結果，多くの図書館において，公開されている統計デ
ータの信頼度が必ずしも高くないことが判明した．こ
の事実を踏まえた結果，本研究では本稿の第１著者が
所属し，正確なデータを得ることができる韓国果川（ク
ァチョン，Gwacheon）市情報科学図書館（以下，果川
図書館）[4]及び九州大学附属図書館中央図書館（以下，
九大図書館）[6]におけるデータを中心に解析し，図書
館内エリアの空間的配置に関する知見を得ることを目
標とした．
本稿は、以下次のように構成される．次節では本研

究の予備知識として，いくつかの国や組織による図書
館建築に関する基準に関する比較を行う．次に，第３
節では果川図書館における利用者の図書館利用状況調
査の概要及びその結果分析を行う．第４節では九大図
書館において実施した利用者の館内エリア利用実態に
関する予備的調査の概要説明及びその結果分析を行う．
最後に，第 5 節において，以上の議論を総括し，また，
今後の課題を展望する．
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本稿で用いたデータは韓国の公共図書館と日本の大
学図書館の２ヵ所に関するものであり，また，データ
そのものも異なるものではあるが，両者に共通する知
見を得ることができ，図書館マーケティング[10]の本
格的研究への第一歩として意義深いものである．

2. 図書館建築に関する基準 

公共図書館は地域住民を中心としたその利用者に対
して多様で広範囲な知識や情報にアクセスできる場を
提供することを通じて民主主義社会の発展に寄与する
役割を担っている．この目的を達成するために，新し
く図書館を設計・企画する際には，資料収集，利用，
保存，業務だけではなく，図書館という施設の規模や
フロア内の部屋やエリアの広さ，それら相互の位置関
係なども十分考慮に入れることが重要である．
また，適切な施設規模は，図書館の性格，建築され

るロケーション，どのような資料をどの程度そろえ，
どのような資料室をどの程度用意するかなどによって
も異なる．大きな都市で多くの対象利用者が想定され
る場合に，小さすぎる図書館では利用者の要望に十分
応えることができないのは当然であるが，逆に小都市
に大きすぎる図書館を建設するのでは，経費の無駄遣
いであるだけではなく，利用者にとっても使いやすく
居心地の良い図書館空間は実現できないであろう．
また，立地する地域や最寄りの駅からの距離，交通

の利便性などにより，来館する利用者の数や構成も大
きく変わる．このような事柄も含めて総合的に図書館
建築や館内空間の設計を行うことが肝要である．
韓国では，公共図書館施設に関する基準は図書館法

の施行令別表１及び韓国図書館協会による公共図書館
施設基準により与えられている．そこでは，図書館の
所要面積や閲覧のための座席数などは職員の数と業務
内容、事務機器などによって算定される．また，資料
に関しても同様に規定されている．

2002 年  IFLA（International Federation of Library 

Associations and Institutions，国際図書館連盟）[1]は公
共図書館の指針を発表した．
韓国の文化観光部（日本の「省」に相当）では，IFLA

の指針に基づき韓国図書館協会による基準及び，日本
やオーストラリアの基準などを参考に，公共図書館施
設に対する建物の面積基準として，対象人口 10 万名以
上の地域は，3,500 ㎡，人口５万名から 10 万名未満の
地域は 2,100 ㎡，人口 5 万未満の地域は 1,280 ㎡という
基準を提示している．
図書館内のエリアは，蔵書エリア，閲覧エリア，事

務エリア，展示エリア，教育支援エリアなどに分類で
きる．図書館によってはそれ以外の特別な用途のため
のエリアを設けることもある．

IFLA の指針によっても明らかなように世界中に通
用する基準は存在しない．図書館建築に関する基準は，
各国の事情を考慮した上で，それぞれが独自に定めて
いる．
アメリカでは，公共図書館に対する基準は州単位で

定められている．たとえば，ウィスコンシン州の公共
図書館は 2005 年に，人口に基づいて４段階のレベルに
区分した．また，図書館スペースは，管理・運営，人
的資源，蔵書およびレファレンス資源，サービス，ア
プローチ及び施設の５つに分類されている．しかし，
面積に関する規定は含まれておらず，蔵書数や利用者
数などを基に面積の計算方法を提示している．
イギリスの場合，政府が公共図書館及び博物館法を

根拠とした基準を定めている．
オーストラリアの場合もアメリカと同様各々の州が

公共図書館の基準を定めている．たとえば，ニューサ
ウスウェールズ州図書館協議会（NSW Library Council）
は，図書館スペースを蔵書，閲覧，事務，備品空間，
選択的空間，その他の空間の６つに分類している．
ここに，備品空間とは複写機，製本機，電話などの

備品を保管するスペースを指し，選択的空間とはそれ
ぞれの図書館が地域の特性や図書館の目的や性格など
によって付加的に利用できるスペースを指している．
日本での公共図書館の基準は韓国の基準と類似の体

系を持っており，人口を基準に，建物面積，蔵書数，
資料購入費，司書職員数などを規定している．

表 1 各国基準の比較

館種等 

公共図書館 大学図書館他 

オースト
ラリア NSW

州 

スペイン
バルセロ

ナ 
フラ
ンス 

アメリ
カ IFLA

蔵書空間 〇 〇 〇 〇 〇

閲覧及び学
習空間 〇 〇 〇 〇 〇

備品空間 〇 × × × ×

事務空間 〇 〇 〇 〇 〇

文化的空間 〇 × 〇 × 〇

その他の選
択的空間 〇 〇 〇 〇 〇

技術・支援
空間 × × × × 〇

－ � － － � －



3. 果川図書館における利用者の行動調査 

3.1.果川図書館 
果川市[3]は韓国のソウル市の南に隣接した人口約 6

万の首都圏に位置している．果川市の図書館は通常の
公共図書館２館，小規模図書館１館，そして，文庫と
呼ばれる小型図書館６館から構成されている．果川図
書館は最寄の地下鉄駅から 10 分程度の距離に位置し，
敷地面積は 24,080 ㎡である．建物は地上 6 階地下 1 階
からなり総床面積は 10,024 ㎡である．蔵書数は 2008

年 9 月末現在約 219,000 冊である．
利用者向けエリアとして，地下１階には，セミナー

ルームや視聴覚室がある．１階には，幼児室，児童室
が，そして，２階には，体験室（科学館）や団体クラ
スタ空間，ブックカフェ，食堂などが，３階には，パ
ソコンなどを備えた電子情報室や文献情報室Ⅱ（資料
室Ⅱ），貸出・返却コーナー，セミナールームなどが，
そして４階には，文献情報室Ⅰ（資料室Ⅰ），利用登録
者専用の家族閲覧室（学習室）や語学室が設置されて
いる（図３－１）．
図書館内は，このようにテーマ別の閲覧室を含む多

数のエリアに分かれており，利用者は，それぞれの必
要に応じて，それに適した階及び部屋（エリア）を選

図３－１ 果川図書館とフロアマップ
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択することになる．韓国においては，多くの図書館が
このように小部屋に分かれた空間配置をとっており，
日本の図書館と比較して，利用者はもっと頻繁にエリ
アからエリアへと移動することになる．

3.2. 利用者の実態調査 

本研究においては公共図書館である果川市情報科学
図書館（果川図書館）において図書館システムによっ
て自動的に得られるデータ，図書館職員が行った特別
の調査，そして利用者を対象としたアンケート調査の
結果を元データとして利用者の実態分析を行った．
果川図書館では，住民などで利用者登録済みの入館

者（会員）は１階メインエントランスの入館ゲートに
会員証（利用者カード）を読ませて入館する，未登録
者（非会員）の場合は，受付で臨時入館証を発行して
もらい，それを用いて入館する．
退館ゲートにもバーコードリーダが設置されている．

しかし，リーダの処理を行わなくても普通に退館でき
るようなゲートであるため，調査時には，退館ゲート
にも職員が配置され，退館者に ID カードを読み込ま
せるよう促すことで，システムに退館記録も保存でき
るようにした．
その他，各部屋の入口にもバーコードリーダが設置

されている．退館ゲートの場合と同様，通常は多くの
利用者がリーダ操作をすることなく部屋から部屋へと
移動する．調査期間中は，部屋の入口にも午前・午後
12 名ずつの２交代制で職員を配置し，入退室時に確実
に利用者が ID カードをリーダに読み込ませるように
した．
データ収集のための調査は数回実施した．本研究で

は，2005 年 11 月 15 日から 12 月 25 日まで実施された
調査のデータを用いる．表３－１に被調査者のプロフ
ィールを示す．その総数は 9,737 名であり，平均年齢
は 27 歳である．性別では男性は 4,697 名（48.2%），女
性は 5,040 名（51.2%）である．また会員，すなわち，
果川市の住民であるかもしくは通勤・通学者であり図
書館利用者カードを持っている利用者の割合は約21%

と少数であり，ほとんどの入館者は非会員である．
年齢区分で見ると，成人が約６割，幼児が約１割，

残りの３割強を小学生と中高生が折半している．

性別 利用者登録 利用者年齢区分 

男 女 会員 非会員 幼児 小学生 中高生 成人
4,697 5,040 2,083 7,654 862 1,560 1,400 5,915

48.2% 51.8% 21.4% 78.6% 8.9% 16.0% 14.4% 60.7%

3.3. 部屋利用状況 

図３－２に４つの部屋に関する部屋別利用状況を示
す．児童閲覧室は１階，家族閲覧室と資料室Ⅰ（文献
情報室Ⅰ）は４階，そして，資料室Ⅱ（文献情報室Ⅱ）
は３階に所在する．
家族閲覧室は，会員専用の学習室として利用される

ことを大きな目的として設置されている．しかし，こ
の部屋の利用者は全体の１割にも達していない．本調
査の実施時期が学生達の試験期間であったにも関らず，
利用率がこのように低かったことは，他に学習する場
所がない学生のために学習場所を提供する必要性はさ
ほど高くないことを意味する．
一方，一般向けの閲覧室である文献情報室（資料室

I，II）は合わせて６割と，高い利用率を誇っている．
この結果は，現在３階と４階に分離されているこれら
の部屋を統合化することが１つの改善策として考慮さ
れるべきことを示唆している．
電子情報室（視聴覚室）の利用目的を調べた結果，

利用者の９割以上がインターネットの利用を目的に来
館していることが分かった．現在３階に設置されてい
る電子情報室を１階メインエントランスの近くに配置
することで，利用者の利便性を一層向上できるものと
考えられる．

3.4. 入退館時刻 

 利用者の入退館時刻の時間分布を図３－３に示す．
入館者は開館直後に急増した後，昼ごろにかけて幾分
減少していき，その後再び増加に転じる．午後 2 時か

図３－２ 部屋別利用状況

図３－３ 入退館時刻

表３－１ 調査対象者のプロフィール

部屋別入館者数 

－ � － － � －



ら 4 時ころにかけてピークを迎え，その後閉館時間ま
で徐々に減少する．
一方退舘者数は，開館後大きな変動がないまま推移

した後，夕方５時ころに大きなピークとなる．その後
の退館者は非常に少ない人数に留まっている． 
以上の結果より，利用者は開館直後から昼過ぎの２

時～３時までのピーク時間まで多少の増減はありなが
ら比較的コンスタントに来館すること，そしてその一
部は夕方近くまでコンスタントに退館しているが，５
時ころに多くの利用者が集中して退館し，その後は入
館者・退館者ともに大きく減少することが分かった．
午後５時のピークは，児童室と電子情報室の利用時

間が午後６時までであり，それに合わせて退館してい
る利用者が多いためであろうと予想できる．文献情報
室（資料室 I，II）は午後９時に，また，会員専用の学
習室である家族閲覧室は午後 10 時に閉まる．しかし，
この時間帯に退館する利用者はさほど多くはない．
退館者が集中する午後５時前後は図書の貸出も多く，

貸出窓口が混雑していることが予想される．貸出のた
めの待ち行列を短くするために，この時間帯は通常の
数倍に担当者数を増加させると良い． 

3.5. 曜日別来館者数 

図３－４に曜日別の来館者数を示す．月曜日は閉館
日であるためデータがない．
本データを見ると，最も入館者が多いのは火曜日と

水曜日であり，それに引き続き木曜日，日曜日となっ
ている．金曜日と土曜日が少ない．
火曜日に入館者が多いのは休館日である月曜日の翌

日であることにより資料返却のための利用者が多いこ
とが理由の１つであろう．水曜日は学校が早く終わり，
下校した学生たちが学習のために図書館を訪れること
により，入館者が多いものと考えられる．
週末の土曜日と日曜日の来館者数が少ないのは謎で

ある．直感的には学校や職場が休みであるため普段の
日以上に来館者がありそうに予想される．直感と相違
する理由については追跡調査が必要である．

3.6. 調査対象利用者のプロフィール 

果川図書館での調査対象となった利用者を性別でみ
ると過半数の 51.2%が女性であった．本来，公共図書
館は，性別の如何や年齢層，その他の違いを超えて多
くの利用者が訪問する機関であり，これらあらゆる層
の利用者に対して快適な空間を提供すべきである．
とは言うものの，公共図書館の所在地，周辺地域の

状況などに応じて，利用者プロフィールは図書館毎に
大きく異なる．図書館における現実的対応としては，
これらの地域差などを考慮して運営されることになろ
う．
性別に関して言うと，果川図書館のみならず，ほと

んどの公共図書館において，女性利用者数は男性利用
者数を上回っている．特に女性の利用者が多い公共図
書館では，トイレ，ブックカフェ，閲覧コーナー，乳
幼児施設（授乳室，幼児の睡眠室，流し台，幼児専用
のトイレなど）に関する特別な配慮が必要であろう．

3.7. 来館目的 

電子情報室（視聴覚室）には利用者の状況を把握す
るための特別なプログラムが設置されている．その記
録によると，電子情報室利用者の目的別利用内容は，
2004 年度は 86.1％がインターネットの利用者であり，
7.7％が文書作成の利用者であった．
その後，インターネットの利用者数は毎年増加し，

それに合わせて文書作成の利用者は減少している．す
なわちここ数年の間に，比較的短時間の機器利用で事
足りるインターネットの利用者数が増加している一方，
作業に長時間かかるであろう文書作成のための利用者
数が減少していることになる．
この調査結果を踏まえると，現在３階に位置してい

る電子情報室を１階に移動し，インターネット利用者
がより使いやすくすることで図書館利用者への利便性
の向上を図ることができるであろう．
また，利用者の平均年齢が 20 代であることを考慮す

ると，これらの若い世代のための新しい設備を設置す
ることも有益性が高いものと考えられる．
現行の図書館法は行政区の人口を基準としているが，

今後は，周辺地域の人口構成など図書館利用者層の状
況をも考慮した基準に改めることが望ましい．
一方，地方自治体の財政状況の格差が地域住民の情

報格差を生み出す恐れがある点にも注意を払う必要が
ある．この問題を緩和するためには，これまでにも増
して周辺地域の公共施設を共有することが必要である．
知識創造や学習を牽引する役割を担う図書館インフラ
の絶対的不足は，周辺地域を巻き込んだ公共図書館の
相互協力関係により解消できるであろうからである．図３－４ 曜日別来館者数

曜日別入館者数 
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3.8. 果川図書館調査結果に対する考察 

前節までに示した調査結果の検討を踏まえ，我々の
論点は以下のようにまとめられる．

（１） 公共図書館のエリアや配置を考える際は，利
用者の来館時刻・退館時刻を考慮に入れるべきで
ある．建物の垂直的な空間配置や平面での配置を
工夫することで，利用者や職員の動線が交差し，
混雑を助長することのないような図書館を設計
したい．

図書館利用者は午後１時から午後４時まで
の３時間に来館者が多く，また，退館者は午後４
時から午後６時までが多い．果川図書館のみなら
ず，多くの図書館で，このような傾向があるもの
と考えられる．このピーク時間帯を考慮に入れて，
館内の空間配置を設計する必要がある．

（２） 図書館の規模や状況に応じて公共図書館の
構造は多様である．しかし，ディジタル資料を提
供するための電子情報室などは来館者の利便性
を考え，図書館へのメインエントランス近くに配
置し，知識情報社会に積極的に対応すべきもので
あろう．

また，若い世代の創造性教育の拠点としてイ
ンフォメーションコモンズをメインエントラン
ス近くに設けることも有益である．

その他ブックカフェやビジネス支援のため
のエリアなども図書館が提供する知のインフラ
として大いに活用できるよう環境整備すべきで
ある．

（３） 公共図書館の場合，児童室や幼児室を備え，
同伴した親と子供達の興味を引き起こさせる空
間を創出すべきである．子供と一緒に来館する親
への支援も欠かせない．

（４） 従来，韓国の公共図書館は受験生への個人学
習空間という色彩が強いものであった．しかし，
若年層失業率の増加，年功序列の崩壊，公教育の
崩壊，高齢化社会の到来，地域を拠点とした NGO

活動の活発化，生涯学習指向など，図書館を取り
巻く社会環境が大きく変化するなか，これからの
図書館は，個人の能力向上のための情報収集や情
報交換の場を提供する施設へと変わっていかな
ければならない．今後は，学習室の整備よりも，
このような社会の変化に対応する施設の充実に
力を注ぐべきである．

B
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����
��

３階配置図
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図 4－２ 九大図書館とフロア配置図

２階配置図

全景

図 4－１ 伊都キャンパス Q-Commons
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1. 九州大学附属図書館（中央図書館）におけるエリ

ア利用状況調査 

九州大学は 12の学部や 17の大学院（学府）などか
ら構成され，学生数約 19,000名，教職員数約 4,800名
である．大学本部のある箱崎キャンパスに中央図書館
があり，筑紫，大橋などの各キャンパスに分館が設置
されている．現在移転が進められている伊都キャンパ
スには理系図書館が業務を行っている．
今年度（2009年度）からは新入生などを対象とした

全学教育が六本松キャンパスより移転された．それを
機に新しい試みとして全学教育のための講義棟の中に
嚶鳴天空広場 Q-Commons と名付けられた，学生たち
の学習・交流の図書室が設置され，多くの学生たちで
賑わっている（図４－１）．
九州大学附属図書館には，約 400 万冊の蔵書と約 9

万タイトルの雑誌，そして 4万を超えるタイトルの電
子ジャーナルが備えられている[7]．附属図書館全体に
関する管理的な業務は主に中央図書館に集中化されて
おり，その入館者数は年間約 34万名である．

1.1. 九大図書館における利用者調査 

九大図書館における利用者の館内利用状況を把握す
ることを目的に，2009年 4月 16日（木曜日）と 17日
（金曜日）の 2日間，予備調査を実施した．実施方法
は，午前 8時の開館から午後 10時の閉館まで 30分お
きに，２階と 3階にある閲覧室などを回り，座席の使
用状況を記録するというものである．
図４－２に九大図書館の２階，３階のフロア配置図

を示す．入館者はスロープを上り，２階のエントラン
ス（図左）から入館する．入ってすぐ右にメインカウ
ンターが，前方には情報サロン（D）と呼ばれるパソ
コンコーナーがある．左手角にはリフレッシュルーム
があり，新聞や雑誌を読んだり，自動販売機で飲み物
を購入したりできる．奥のほうには参考図書閲覧室
（C），新着雑誌閲覧室（B），そして，自由閲覧室（A）
などの閲覧室がある．エントランスロビー左手の階段
を使って３階に上ると，すぐ左手に第２情報サロン
（E）があり，その奥に，和図書開架閲覧室（手前：I，
奥：F），その先に，小部屋の閲覧室（G）と洋書など
の開架閲覧室（H）がある．
本調査が対象としたのは，２階ではA～Dの 4つの

エリア，そして３階では，E～Iの5つのエリアである．
その他，調査した２日間の入館ゲートで自動収集さ

れた入館者のプロフィールデータも入手した．その結
果を図４－３に示す．それによると入館者の半数強の
53%が学部学生であり，これに院生などを加えると実
に 84％が学生の利用者である．入館者数から判断して

も，大学図書館は学部生に対する支援に特に力を注ぐ
べきであるといえる．

1.2. エリア別利用状況 

閲覧室などのエリア利用状況は，各エリアのテーブ
ルなどの配置図に調査時の座席使用状況をチェックし
た記録を基に把握した．この調査を開館時刻の８時か
ら 30分おきに閉館前の 21時半まで，２回（２日間）
実施した．エリア毎の延人数の比較を図４－４に示す．
入退館ゲートに近い２階の利用率は計 53%と，３階よ
りも 6ポイント高い．たとえば同じ情報サロンでも，
２階のエントランスホール内に設置された（第１）情
報サロン（D）は 15%と，３階に設置された第２情報
サロン（E）の 5%と比較して約３倍と格段の差がある．
しかし，座席の利用割合という観点からは絶対値だ

けの比較では不十分である．そのため，このデータを
基に，各エリアの利用者数を，そこに設置された座席
数で割った座席の利用率（％）をも計算した（図４－
５）．利用率が高いのは２階の情報サロン（D）と３階
奥にある閲覧室（G）である．前者は，需要の高さと

図 4－３ 入館者タイプ別人数及び割合

図４－４ エリア別利用者数（延人数の割合）
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場所の便利さの両方が相まって利用率が高いものと考
えられる．後者は，利用の絶対数としては小さいもの
の，利用者にとっては落ち着いて学習できる小部屋と
して特に選択されているものと理解できる．

4.3. 時間帯による利用状況の変化 

図４－６に２階と３階の時間帯による利用者数の変
化を示す．午後 2 時から午後５時ころが入館者数のピ
ークの時間帯となっている．午後５時を過ぎると急速
に減少するものの，それ以降も閉館近くまでピーク時
の約半数程度の利用者が滞在している．
開館直後の様子を見ると，9 時から 9 時半の間に入

館者数が大きく増加している．言い換えると，9 時以
前には利用者数が少ない．それでも 10 名程度が既に利
用しており，利用者の利便性向上のために開館時間を
早めたことは，一定の効果を挙げていると判断できる．
一方，2 階と 3 階の時間変化傾向を比較すると，利

用人数の変化は 3 階では比較的なだらかである一方，
２階ではより強く現れていることが特徴的である．た
とえば，17：00 ころの時間帯の利用者数の減少傾向も
2 階の方が大きく，その後は３階に逆転されている．

早朝 9 時ころの増加時間帯でも同様の傾向が現れてい
る．2 階の利用者数の増加は 3 階の利用者数の増加を
大きく上回っている．これは 2 階が出入口となってお
り，入退館が物理的に容易である事情が影響している
ものと考えられる．

4.4. 九大図書館の調査結果に関する考察 

本節では，図書館マーケティングの一例として，以
上の考察を踏まえた九大図書館のエリア配置の改善案
などを検討する．

（１） 2 階のエントリーロビーに設置されている
情報サロンの利用が多い．インストールされてい
るソフトウェアの充実やマルチメディア関連の
設備の増設などの IT機能の拡充が有効であろう．

（２） ２階と３階のエリア配置や照明などに関し
て再検討する余地があるように思われる．たとえ
ば，開館直後から１時間程度は入館者数が少数で
ある．この時間帯は原則として利用は２階に限る
など，利用可能エリアを段階的に広げていくこと
で，利用者への利便性を損なうことなく光熱費を
節減するなどの方策もありうるかも知れない．

（３） 個人の研究室を持たない学部生が入館者の
過半数を占めている．これらの学生が，より良い
環境で学習に取り組み，また，他の学生との親密
は交友関係を築いたり，教員との交流の場を提供
するための施設や設備の提供が有意義であろう．

そのために，個人学習空間，グループ学習室，
そして，休憩室の一層の整備が望まれる．それら
の適切な配置に関しても，十分検討することで，
一層快適な図書館空間を提供できることになる．

（４） 館内利用者数のピークは午後２時から５時
の時間帯である．このピーク時間帯に合わせて職
員の配置を工夫するなどして，利用者の要求に迅
速に対応できる態勢を整えると良い．

5. おわりに 

本稿では，韓国の公共図書館である果川市図書館と
日本の大学図書館である九大図書館におけて実施され
た図書館内エリアの利用実態に関する２つの調査結果
を紹介し，また，それらが示唆する図書館運営の改善
案を検討した．
図書館の運営や利用者サービスを検討する際，その

運営方針や環境，利用者層の特徴などを多角的に考慮

図４－５ エリア別座席利用率（％）

図４－６ エリア別利用数時間変化
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する必要がある．日本と韓国，大学図書館と公共図書
館といった，その置かれた環境や利用者の来館目的が
異なる２館の調査であり，それらを単純に比較するこ
とはできない．
とはいえ，一方では，利用者に最適な図書館サービ

スを提供するという両者に共通した目的があり，した
がって，共通に適用すべきことがらも多い．特に，利
用者の来館目的や，それを反映した館内での利用実態
から示唆される改善点には共通点が多い．
たとえば，果川図書館の電子情報室や九大図書館の

情報サロンは，共にパソコンなどを利用してネット利
用や電子文書などの作成を行ったりする目的で利用さ
れる．いずれの図書館においても，この目的のために
来館する利用者が多い．そのような利用者への利便性
を優先させるためには，図書館のメインエントランス
近くに，このようなエリアを設置することが望ましい．
実際，九大図書館の場合，入館ゲート正面のロビー内
に情報サロンが設置されており，多くの利用者で賑わ
っている．
更に，館内での閲覧室や閲覧コーナー，書架などの

配置を最適化するためのフロアの設計などにも考慮が
必要である．利用者の来館目的や利用実態などは図書
館の性格や立地，また，時代によって変化する．この
ような変化に応じた成長し続ける有機体（生命体）[12]

であるためには図書館建物の基本構造自体がエリアの
配置を柔軟に変更できるように設計される必要がある．
数十年前には想像さえできなかったであろう情報サ

ロンのような設備，また，現在多くの図書館で配慮さ
れてきているインフォメーションコモンズなどの動き
に適切に対処できることが必要である．今後，どのよ
うな新しい動きが現れるかを予想しつつ，予想外の動
きにも対処することを念頭に図書館を建設していくこ
とが必須である．
多くの図書館では慣例のように踏襲されてきている

十進分類による書架配置に関しても，利用者の利用状
況に合わせた配置へと変化する必要があるかも知れな
い．利用者の動線に合わせて，空間配置の最適化を図
ることで，これまでとは異なる書架配置になることも
起こるであろう．今後，こういう視点での再検討が望
まれる．
図書館利用者への利便性の向上を図りつつ，一方で

は図書館運営の工夫もほしい．利用実態を把握した上
で，利用者へ大きな不便を与えない範囲で，エリア毎
のオープン時間を変えるなど弾力的な運営方法が検討
されてよい．ここでは専門職である図書館職員の勤務
条件の改善も視野に入れて欲しい．ピーク時には通常
時間帯より多くの職員を配置したり，業務のシフトを
行い，逆に業務量の少ない曜日には職員の一部は業務

時間を短縮するなど柔軟な勤務形態への変更も改善策
の１つとして考えられるであろう．
本稿で用いたデータは，本稿の第一著者を中心とし

た調査により得られたものである．果川図書館におけ
る利用者実態調査の詳細及びその分析結果は韓国京畿
大学校の博士論文としてまとめられている[5]．詳しく
はそれを参照されたい．
本稿で用いた九大図書館のデータは２日間の調査結

果であり量的な不足は否めない．今後，利用実態につ
いて更なる調査を行い，詳細な分析を行うことが最大
の課題である．また，入館者や貸出データなど，別種
のデータとも組み合わせることによるデータの統合的
分析も重要である．
これからの時代や利用者のニーズにマッチした図書

館運営の改善方策としては様々な案が考えられよう．
本稿では図書館におけるこのような意思決定の様々な
局面においてマーケティングという概念が極めて重要
な役割を果たすことを強調したい．
従来は，高い効果が見込めるであろう図書館運営の

改善案を構想しても，その重要性や効果の度合いを見
積もり，また，自信を持って利用者や運営責任者に説
明し，意思決定することはかなり困難であった．図書
館マーケティングは，このような状況を改善し，提案
に十分な客観性を持った裏付けを与えることを目標と
する[11]．そのような裏付けを与えるためには，種々
のデータを自動的あるいは半自動的に収集し，それを
分析することにより有益な知識や知見を発見（データ
マイニング）するのが図書館マーケティングである．
これは，従来の主観的な手法を補い，また改良する手
法であると捉えることができる．
本稿では，果川図書館と九大図書館を対象に，特に

部屋の配置などの図書館の空間的構成に関する分析事
例を紹介した．これは図書館マーケティング手法の第
一歩とも言える研究である．
分析結果から得られた知見を実際に適用する際には，

それが図書館の方針や哲学，また利用者への真のサー
ビス向上につながるかどうかなどを十分検討すること
を忘れてはならない．また，多かれ少なかれ個人情報
を含むデータを分析するためプライバシーへの十分な
配慮と対策が必要なことは言うまでもない．
このような分析手法の開発を更に進め，それらの評

価を含めた知見を蓄積することが次のステップとなる．
その中から，信頼性が高く大きな効果が見込める図書
館マーケティング手法が選択されていくであろう．そ
して，それに基づき，信頼性の高い予測に基づいた図
書館運営の改善が進み，将来に渡って，利用者ニーズ
の時代的変化に適応し，また使用者の信頼を得つつ，
図書館の成長がなされることに期待したい．
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